
（平成２２年３月３１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 24 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 23 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認栃木地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

栃木国民年金 事案 685 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年６月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年６月から同年 12月まで 

    結婚を機に、納付が遅れていた申立期間の国民年金保険料に係る納付書

を社会保険事務所（当時）で発行してもらい、納付したので、申立期間が

未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の未納とされている期間は１回、かつ、７か月と短期間であるとと

もに、申立期間を除く国民年金保険料はすべて納付済みであり、昭和 58 年１

月から 59 年５月までの期間については、第４種被保険者として厚生年金保険

に任意継続加入しているなど、申立人の年金制度に対する意識は高かったと

考えられる。 

また、申立人が供述している国民年金保険料納付の経緯に特に不自然さは

みられず、納付したとする金額も、申立期間の保険料を納付するのに必要な

金額とおおむね一致している上、オンライン記録を見ても、昭和 60 年８月

19日に申立期間に係る納付書が発行されたことが確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 751 

 

第１ 委員会の結論 

  １ 申立期間のうち平成５年２月１日から６年 10 月１日までの標準報酬月額

は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該

期間に係る標準報酬月額を 19万円に訂正することが必要である。 

２ また、申立期間のうち平成６年 10 月１日から７年 10 月１日までについ

て、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月

額に係る記録を６年 10 月から７年２月までは 20 万円、同年３月は 19 万円、

同年４月から同年９月までは 20万円に訂正することが必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年２月１日から７年 10月１日まで 

    申立期間について、標準報酬月額の記録が 12万 6,000円となっているが、

所持している給与明細書の保険料控除額と合わないことがわかったので正

しい記録に訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報

酬月額は、当初、平成５年２月から６年９月までは 19 万円と記録されてい

たところ、平成６年４月 20 日及び同年４月 21 日に申立人の標準報酬月額

の記録が、５年２月までさかのぼって 12万 6,000円に引き下げられている

ことが確認できる。 

    しかし、申立人が提出した給与明細書の報酬額及び厚生年金保険料控除

額から、当該遡及
そきゅう

訂正前の標準報酬月額に見合う報酬額及び保険料控除が

なされていることが確認できる。 

    また、当該事業所に照会したところ、申立人に係る賃金台帳等の関係資



                      

  

料は無く、当時の事情は不明としているが、当時の経理担当者は、Ａ社の

経営状況が悪化し、社会保険料を滞納しており、社会保険事務所（当時）

に相談していた旨の証言をしている。 

    加えて、申立人は、当該事業所の登記簿謄本から役員ではなかったこと

が確認でき、また、雇用保険の加入記録も確認できることから、申立人が

当該遡及
そきゅう

訂正処理に関与していたとは考え難い。 

    これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該遡及
そきゅう

訂正処

理を行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があっ

たとは認められないことから、申立期間のうち平成５年２月から６年９月

までの標準報酬月額を、事業主が当初届け出た 19 万円に訂正することが必

要である。 

    なお、当該遡及
そきゅう

訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成６年 10

月）で 12 万 6，000 円と記録されているところ、当該処理については遡及
そきゅう

訂正処理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事

務所の処理が不合理であったとは言えない。        

２ また、申立期間のうち、平成６年 10 月から７年９月までの期間について、

申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険

の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月

額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録

訂正の要否を判断することとなる。 

したがって、申立人から提出された申立期間の給与明細書上で確認でき

る厚生年金保険料控除額から、申立人の標準報酬月額を平成６年 10 月から

７年２月までを 20 万円、同年３月を 19 万円、同年４月から同年９月まで

を 20万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 752 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額

を平成８年 10 月から９年２月までは 36 万円、同年３月から 10 年４月まで

は 47 万円、同年５月から同年８月までは 38 万円に訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 10月１日から 10年９月 11日まで 

   Ａ社に勤務していた申立期間について、標準報酬月額が、９万 8,000 円

に引き下げられているが、実際の報酬月額と相違しているので正しい記録

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における厚生年金保険の標準報酬

月額は、当初、平成８年 10 月から９年２月までは 36 万円、同年３月から 10

年４月までは 47 万円、同年５月から同年８月までは 38 万円と記録されてい

たところ、同社が適用事業所ではなくなった同年９月 11 日以降の同年９月

22 日付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額が９万 8,000 円にさかの

ぼって減額訂正されていることが確認できる。 

また、申立人は、当該事業所の商業登記簿謄本により役員ではなかったこ

とが確認できるほか、申立人は、当該事業所において事務を担当していたと

しているが、元事業主は、「社会保険事務所に対する訂正処理の手続は自分

が一人で行ったことなので、役員やその他の従業員は標準報酬月額の引下げ

については関与していないし、その事実も知らない。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、当該遡及
そきゅう

訂正処理を行う合理的理由は無く、

標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た平成８

年 10 月から９年２月までは 36 万円、同年３月から 10 年４月までは 47 万円、

同年５月から同年８月までは 38万円に訂正することが必要である。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 753 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日、同年 12 月９日、17 年

８月５日、同年 12月 10日及び 18年８月７日については 25万円、同年 12月

８日については８万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

             ⑤ 平成 18年８月７日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑥について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①、②、③、④

及び⑤については 25 万円、申立期間⑥については８万円の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。



                      

  

栃木厚生年金 事案 754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日については 20 万円、同

年 12 月９日については 10 万円、17 年８月５日については 15 万円、同年 12

月 10 日については 20 万円、18 年８月７日については 22 万円、同年 12 月８

日については 23万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

             ⑤ 平成 18年８月７日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑥について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については 20

万円、申立期間②については 10 万円、申立期間③については 15 万円、申立

期間④については 20 万円、申立期間⑤については 22 万円、申立期間⑥につ

いては 23 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



                      

  

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。



                      

  

栃木厚生年金 事案 755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を、平成 16 年８月５日については 19 万

3,000 円、同年 12 月９日、17 年８月５日、同年 12 月 10 日、18 年８月７日

及び同年 12月８日については 20万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

             ⑤ 平成 18年８月７日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑥について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については 19

万 3,000円、申立期間②、③、④、⑤及び⑥については 20万円の標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。



                      

  

栃木厚生年金 事案 756 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日、同年 12 月９日、17 年

８月５日及び同年 12 月 10 日については 25 万円、18 年８月７日については

26万円、同年 12月８日については 27万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

             ⑤ 平成 18年８月７日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑥について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①、②、③及び

④については 25 万円、申立期間⑤については 26 万円、申立期間⑥について

は 27 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。



                      

  

栃木厚生年金 事案 757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日については 16 万円、同

年 12月９日、17年８月５日及び同年 12月 10日については 18万円、18年８

月７日については 20 万円、同年 12月８日については 22万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

             ⑤ 平成 18年８月７日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑥について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については 16

万円、申立期間②、③及び④については 18 万円、申立期間⑤については 20

万円、申立期間⑥については 22 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。



                      

  

栃木厚生年金 事案 758 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日については 16 万 2,000

円、同年 12 月９日については 17 万円、17 年８月５日については 18 万円、

同年 12 月 10 日については 19 万円、18 年８月７日については 22 万円、同年

12月８日については 20万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

             ⑤ 平成 18年８月７日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑥について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については 16

万 2,000 円、申立期間②については 17 万円、申立期間③については 18 万円、

申立期間④については 19 万円、申立期間⑤については 22 万円、申立期間⑥

については 20万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



                      

  

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年 12 月９日、17 年８月５日及び同

年 12 月 10 日については５万円、18 年８月７日及び同年 12 月８日について

は 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月９日 

             ② 平成 17年８月５日 

             ③ 平成 17年 12月 10日 

             ④ 平成 18年８月７日 

             ⑤ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑤について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①、②及び③に

ついては５万円、申立期間④及び⑤については 15 万円の標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日については５万円、同年

12 月９日、17 年８月５日及び同年 12 月 10 日については 15 万円、18 年８月

７日については 16万円、同年 12月８日については 19万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

             ⑤ 平成 18年８月７日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑥について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については５

万円、申立期間②、③及び④については 15 万円、申立期間⑤については 16

万円、申立期間⑥については 19 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



                      

  

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 761 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日については３万円、同年

12 月９日については 13 万円、17 年８月５日及び同年 12 月 10 日については

13万 5,000円、18年８月７日については 14万 5,000円、同年 12月８日につ

いては 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

             ⑤ 平成 18年８月７日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑥について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については３

万円、申立期間②については 13 万円、申立期間③及び④については 13 万

5,000 円、申立期間⑤については 14 万 5,000 円、申立期間⑥については 15

万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい



                      

  

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日については 17 万円、同

年 12月９日については 18万円、17年８月５日、同年 12月 10日、18年８月

７日及び同年 12月８日については 20万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

             ⑤ 平成 18年８月７日 

             ⑥ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から⑥について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については 17

万円、申立期間②については 18 万円、申立期間③、④、⑤及び⑥については

20 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 763 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日については 17 万 5,000

円、同年 12月９日については 14万 3,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

 

Ａ社から申立期間①及び②について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については 17

万 5,000円、申立期間②については 14万 3,000円の標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 764 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 16 年８月５日、同年 12 月９日、17 年

８月５日及び同年 12月 10日について 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年８月５日 

 ② 平成 16年 12月９日 

             ③ 平成 17年８月５日 

             ④ 平成 17年 12月 10日 

 

Ａ社から申立期間①から④について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間について 15 万円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 765 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 17年８月５日及び同年 12 月 10日につ

いては 15 万円、18 年８月７日については 16 万円、同年 12 月８日について

は 16万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年８月５日 

             ② 平成 17年 12月 10日 

             ③ 平成 18年８月７日 

             ④ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から④について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①及び②につい

ては 15 万円、申立期間③については 16 万円、申立期間④については 16 万

5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 766 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①、④について、その主張する標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立てに係る標準賞与額の記録を平成 17 年８月５日については５万

円、18年 12月８日については 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年８月５日 

             ② 平成 17年 12月 10日 

             ③ 平成 18年８月７日 

             ④ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から④について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については、

５万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、標準賞与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額の

それぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これら標準賞与額の

いずれか低い方を認定することとなる。 

申立期間④の標準賞与額については、事業主から提出された賃金台帳から

16 万円の賞与額が確認できるが、控除されている厚生年金保険料額は標準賞



                      

  

与額 15万円に基づく保険料額であることが確認できる。 

   したがって、申立期間④に係る標準賞与額については、15 万円とすること

が必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

一方、申立期間②については 13 万円、申立期間③については 17 万円の賞

与支給額が賃金台帳から確認できるが、いずれにおいても当該賞与から厚生

年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、申立人は厚生年金保険料の控除を確認できる給与明細書等は所持し

ておらず、保険料控除について確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②及び③について申立人が主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

栃木厚生年金 事案 767 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び④について、その主張する標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、申立てに係る標準賞与額の記録を平成 17 年８月５日については５

万円、18 年 12 月８日については 14 万 5,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 61年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年８月５日 

             ② 平成 17年 12月 10日 

             ③ 平成 18年８月７日 

             ④ 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①から④について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については５

万円、申立期間④については 14万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

一方、申立期間②については 13 万円、申立期間③については 14 万円の賞



                      

  

与支給額が賃金台帳から確認できるが、いずれにおいても当該賞与から厚生

年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、申立人は厚生年金保険料の控除を確認できる給与明細書等は所持し

ておらず、保険料控除について確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②及び③について申立人が主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

栃木厚生年金 事案 768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立てに係る標準賞与額の記録を平成 18 年８月７日については５万円、同年

12月８日については 16万 5,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年８月７日 

             ② 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①及び②について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間①については５

万円、申立期間②については 16万 5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 769 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立てに係る標準賞与額の記録を平成 18年 12月８日については 15万円

に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年８月７日 

             ② 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①及び②について賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険料納

付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準賞与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業

主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれ

に基づく標準賞与額の範囲内であることから、これら標準賞与額のいずれか

低い方を認定することとなる。 

事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間②については 15

万 5,000 円の賞与額が確認できるが、控除されている厚生年金保険料額は標

準賞与額 15万円に基づく保険料額であることが確認できる。 

したがって、申立期間②に係る標準賞与額については、15 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提



                      

  

出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、社会保

険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

また、申立期間①については５万円の賞与額が賃金台帳から確認できるが、

当該賞与から厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

さらに、申立人は厚生年金保険料の控除を確認できる給与明細書等は所持

しておらず、保険料控除について確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①について申立人が主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 770 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②について、その主張する標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立てに係る標準賞与額の記録を平成 18 年 12 月８日については

22万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年８月７日 

             ② 平成 18年 12月８日 

 

Ａ社から申立期間①及び②について賞与を支給され、厚生年金保険料

が控除されている。しかし、オンライン記録では、当該賞与に係る保険

料納付の記録が無いため、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された賃金台帳から、申立人は、申立期間②については

22 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）

に提出しておらず、保険料も納付していないことを認めていることから、

社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

一方、申立期間①については５万円の賞与額が賃金台帳から確認できる



                      

  

が、当該賞与から厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

さらに、申立人は厚生年金保険料の控除を確認できる給与明細書等は所

持しておらず、保険料控除について確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①について、申立人が主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

栃木厚生年金 事案 771 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は、平成６年１月

19 日であると認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。  

なお、申立期間の標準報酬月額については、平成５年５月から同年９月ま

では 26 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 34 万円とすることが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年５月 31日から６年３月 28日まで 

    Ａ社における厚生年金保険の資格喪失日が平成５年５月 31 日となってい

るが、同社には６年３月 27 日まで勤務しており、退職まで給料から厚生年

金保険料が控除されていたと記憶しているので、当該期間について厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人が申立期間についてＡ社に継続して勤務して

いたことが確認できるが、オンライン記録によると、当該事業所は平成５年

５月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立人も同日に

被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

しかしながら、当該資格喪失処理は、平成６年１月 19 日付けで遡及
そきゅう

して行

われており、申立人以外の被保険者９名についても同日に遡及
そきゅう

して資格喪失

処理が行われている上、これら 10 名全員について、５年 10 月の標準報酬月

額の定時決定が取り消されていることが確認できる。 

また、複数の同僚の証言から、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなく

なった日である平成５年５月 31 日においては、同社の従業員数等に変わりは

なく、同日において、同社が適用事業所としての要件を満たしていたと認め

られることから、当該処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成５年５月 31 日を被保



                      

 

険者資格喪失日とした届出を行う合理的理由は無く、当該資格喪失処理に係

る記録は有効なものと認められないことから、申立人の資格喪失日は、６年

１月 19日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該資格喪失処理を行う前の

オンライン記録から、平成５年５月から同年９月まで 26 万円、同年 10 月か

ら同年 12月まで 34万円とすることが必要である。 

一方、申立期間のうち平成６年１月 19 日から同年３月 27 日までについて

は、雇用保険の記録から、申立人がＡ社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、同僚は、当該期間については厚生年金保険料を給料から控

除されていなかったと証言している。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について、確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、当該期間について、申立人が厚生年金保険

被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における被保険者記録のうち、

申立期間に係る資格喪失日（昭和 46 年７月１日）及び資格取得日（昭和 47

年５月２日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を昭和 46 年７月及び同年

８月は２万 6,000円、同年９月から 47年４月までは３万 3,000円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年７月１日から 47年５月２日まで 

    私は、昭和 45年３月９日から 49年２月 17日までＡ社に継続して勤務し

ていた。途中、Ｂ部が独立しＣ社となったが、職場も仕事内容も変わるこ

となく、以前と同じように勤務していた。しかし、厚生年金保険の被保険

者記録を確認したところ、申立期間について記録が無いことがわかった。

私は、途中辞めることなく継続して勤務していたので、納得がいかない。

申立期間についても被保険者であると認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人は、Ａ社において昭和 45 年３月９日に厚

生年金保険の資格を取得し、46 年７月１日に資格を喪失後、47 年５月２日に

同社において再度資格を取得しており、46 年７月から 47 年４月までの申立

期間の被保険者記録が無い。 

しかし、複数の同僚の証言から、申立人は、昭和 46 年４月 24 日にＡ社の

グループ会社であるＣ社に異動し、申立期間についても継続して勤務してい

たことが認められる。 

また、当該複数の同僚は、申立人が勤務していたＡ社のＢ部が、後にＣ社

になったが、申立期間において申立人の業務に変更はなく、継続して勤務し



                      

  

ていた旨証言している。 

さらに、Ａ社の事務担当者は、「当時、Ｃ社の給与計算等の事務は、Ａ社

で行っていた。」としているほか、「正社員は社会保険に加入していた。申

立人の厚生年金保険の記録が空白になっている理由が分からない。」と証言

していることから、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

加えて、Ｃ社は昭和 47 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所になって

いることから、申立人の申立期間に係る被保険者資格は、Ａ社において有す

べきものである。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の申立期間前後の記録、

及び同僚の同時期の記録から、昭和 46年７月及び同年８月は２万 6,000円、

同年９月から 47 年４月までは３万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及び取得届が提出さ

れていないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録すること

は考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及

び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭

和 46 年７月から 47 年４月までの保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 773 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日は昭和 44 年４月１日、

資格喪失日は 45 年１月 16 日、Ｃ社Ｄ事業所Ｅ工場（現在は、Ｆ社）におけ

る資格取得日は同年６月 22 日、資格喪失日は 46 年８月 21 日であると認めら

れることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失

日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額を、昭和 44 年４月から同年

９月までは２万 4,000 円、同年 10 月から同年 12 月までは３万円、45 年６月

から同年９月までは３万 3,000 円、同年 10 月から 46 年７月までは３万

6,000円とすることが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年４月１日から 45年３月まで 

                          ② 昭和 45年６月から 46年８月まで 

申立期間①については、Ａ社の社員寮から通勤していたので、厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

また、申立期間②については、Ｃ社で正社員として勤務をしていたので、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人と同姓同名の者（ただし、生年月日が１日異なる。以下、Ｘ氏

とする。）が、昭和 44 年４月１日に被保険者資格を取得し、45 年１月 16 日

に被保険者資格を喪失している記録が確認できるところ、当該事業所は、申

立人が提出した戸籍の除附票に記載された社員寮が独身寮であったことを認

めている上、「申立人は正社員として勤務していたと思う。正社員であった

以上、社会保険の加入手続はしていると思われる。」としている。 

   また、申立人の雇用保険の加入記録の生年月日も１日異なっており、Ｂ社

においては、昭和 44 年４月１日に資格を取得し、離職日は 45年１月 15日で

あることが確認でき、発見された厚生年金保険の加入記録と符合している。 

   申立期間②について、Ｃ社Ｄ事業所Ｅ工場に係る健康保険厚生年金保険被



                      

  

保険者原票において、Ｘ氏が昭和 45 年６月 22 日に被保険者資格を取得し、

46 年８月 21 日に被保険者資格を喪失している記録が確認できるところ、当

該事業所が保管していた退職者一覧台帳に記載された厚生年金整理番号が、

前述の被保険者原票における整理番号と一致している上、当該事業所の事業

内容と申立人の述べている業務内容が一致している。 

また、申立人の雇用保険の加入記録の生年月日も１日異なっており、Ｃ社

Ｄ事業所Ｅ工場においては、昭和 45 年６月 22 日に資格を取得し、離職日は

46 年８月 20 日であることが確認でき、発見された厚生年金保険の加入記録

と符合している。 

さらに、申立人は、生年月日の相違について、「父が生年月日を１日間違

えて届け出ていたことが後から判明した。」としており、申立期間当時、申

立人は、１日相違する生年月日を自分の生年月日としていたことがうかがわ

れる。 

   これらを総合的に判断すると、基礎年金番号に統合されていないＸ氏の記

録は申立人に係るものであると確認でき、Ａ社の事業主は、申立人が、昭和

44 年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、45 年１月 16 日に被

保険者資格を喪失した旨の届出を、並びにＣ社Ｄ事業所Ｅ工場の事業主は、

申立人が、同年６月 22 日に被保険者資格を取得し、46 年８月 21 日に被保険

者資格を喪失した旨の届出を、社会保険事務所（当時）に行ったことが認め

られる。 

   なお、当該期間に係る標準報酬月額については、Ａ社に係る当該未統合記

録から、昭和 44 年４月から同年９月までは２万 4,000 円、同年 10 月から同

年 12 月までは３万円、Ｃ社Ｄ事業所Ｅ工場に係る当該未統合記録から、45

年６月から同年９月までは３万 3,000 円、同年 10 月から 46 年７月までは３

万 6,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間①のうち、昭和 45 年１月 16 日から同年３月までの期間に

ついては、申立人自身が勤務していたことについて記憶しておらず、「実際

に勤務していた期間は、申立期間と１、２か月違っている可能性はある。」

としている上、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



栃木国民年金 事案 686 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 61 年１月から 63 年 12 月まで及び平成２年１月から 13 年５

月までの国民年金保険料については、納付していたものと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年１月から 63年 12月まで 

             ②  平成２年１月から 13年５月まで 

    国民年金保険料を数年間納めていなかったので心配になり、社会保険事

務所（当時）で相談したところ、年金は 25 年以上納めないと受給できない

との説明を受けた。 

その後、社会保険事務所に出向き、約 50万円から 100万円の保険料を数

回に分けて納めたので、申立期間が未納とされているのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から国民年金の加入手続及び保険料の納付状況について聴取しても、

その記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の年金手帳は平成 15 年６月 17 日に交付されていることがオ

ンライン記録から確認でき、この時点で申立期間はすべて時効により納付で

きない期間であるとともに、申立人は、同年７月 11 日に、納付可能であった

申立期間②の直後までの保険料を過年度納付していることも確認できる。 

さらに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡はう

かがえない。 

加えて、申立期間①及び②の期間は、特例納付の実施期間にも当たらない

上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）、周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



栃木国民年金 事案 687（事案 300の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年 11 月から 43 年３月まで、44 年４月から 48 年３月まで、

52 年 10 月から 53 年３月まで、60 年１月から同年３月まで、同年５月、同年

11 月から 61 年３月まで及び同年７月から 62 年３月までの国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年 11月から 43年３月まで 

                          ② 昭和 44年４月から 48年３月まで 

             ③ 昭和 52年 10月から 53年３月まで 

             ④ 昭和 60年１月から同年３月まで 

             ⑤ 昭和 60年５月 

             ⑥ 昭和 60年 11月から 61年３月まで  

             ⑦ 昭和 61年７月から 62年３月まで  

    申立期間の国民年金保険料は、夫婦共に毎月市の集金人（収納員）に納

付していたはずなので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立期間の国民年金保険料については、申立人は、夫婦一緒に市の収納

員に納付していたと主張しているが、申立期間の大半はその夫も未納とな

っており、市の収納員制度は昭和 48 年４月に設置されたことが確認できる

など、申立人の主張とは相違する上、申立期間は７回、149 か月に及んで

おり、行政側の瑕疵
か し

により申立期間の国民年金納付記録が不明になったと

は考え難い上、保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無いなどとして、既に当委員会の決定に基づく平成 20 年７月

31日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、「申立期間当時、保険料の集金の様子を見ていた証人がい

る。」と主張しており、その証人から当時の状況を聴取したが、申立期間



の保険料を納付したことをうかがわせる新たな事実は見出せず、その他に

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申

立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはで

きない。 

 

 



栃木国民年金 事案 688（事案 301の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37 年１月、41 年４月から 50 年３月まで、52 年 10 月から 53

年３月まで、59 年 10 月から 60 年３月まで、同年５月、同年 12 月から 61 年

３月まで及び同年７月から 62 年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年１月 

                          ② 昭和 41年４月から 50年３月まで 

             ③ 昭和 52年 10月から 53年３月まで 

             ④ 昭和 59年 10月から 60年３月まで 

             ⑤ 昭和 60年５月 

             ⑥ 昭和 60年 12月から 61年３月まで  

             ⑦ 昭和 61年７月から 62年３月まで  

    申立期間の国民年金保険料は、夫婦共に毎月市の集金人（収納員）に納

付していたはずなので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立期間の国民年金保険料については、申立人は、夫婦一緒に市の収納

員に納付していたと主張しているが、申立期間の大半はその妻も未納とな

っており、市の収納員制度は昭和 48 年４月に設置されたことが確認できる

など、申立人の主張とは相違する上、申立期間は７回、135 か月に及んで

おり、行政側の瑕疵
か し

により申立期間の国民年金納付記録が不明になったと

は考え難い上、保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無いなどとして、既に当委員会の決定に基づく平成 20 年７月

31日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、「申立期間当時、保険料の集金の様子を見ていた証人がい

る。」と主張しており、その証人から当時の状況を聴取したが、申立期間



の保険料を納付したことをうかがわせる新たな事実は見出せず、その他に

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申

立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはで

きない。 

 



栃木厚生年金 事案 774 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年７月１日から同年９月１日まで 

    Ａ社で働いた期間について脱退手当金を受給したことになっているとの

ことだが、私は、この期間については脱退手当金の請求及び受給した記憶は

無いので、記録を戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ社Ｃ事業所を昭和 44 年５月に退職した後に、脱退手当金を請

求し受給したが、その後に就職したＡ社での申立期間については、脱退手当金

を請求及び受給していないと主張しているが、申立人の申立事業所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支給されたことを意味する

「脱」の表示が記されている上、申立期間を含む脱退手当金は、申立期間後に

申立期間とＢ社Ｃ事業所の期間を基礎として支給されており、支給額に計算上

の誤りは無く、申立期間に係る事業所の厚生年金保険被保険者資格喪失日から

約２か月後の同年 10月 31日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても請求及び受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

栃木厚生年金 事案 775（事案 32の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月１日から 38年２月１日まで 

    昭和 37年４月からＡ社Ｂ支店で働き始めたが、最初の 10か月の厚生年金

保険被保険者記録が無い。同社ほどの大企業が従業員を社会保険に加入させ

ないとは考えられず、また、自分の被保険者記録は、過去に複数箇所の誤り

が見つかり訂正された経緯もあるため、調査の上、申立期間について被保険

者として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出

簿から、申立人が、「資格取得年月日 昭和 38 年２月１日」と記載された厚生

年金保険被保険者証の交付を受けていたことが推認できること、Ａ社Ｂ支店に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載された申立人の前後の被保険

者の資格取得日が申立人と同時期であること、及び申立期間における保険料控

除が確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料が無いことなどから、既に当

委員会の決定に基づく平成20年６月24日付け年金記録の訂正は必要でないと

する通知が行われている。 

   申立人は、再申立てにあたり複数の元同僚の名前を挙げているが、このうち

申立期間当時の同僚であったとする３名については、当該事業所に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿において 500名以上の被保険者を調査しても、そ

の名前を確認することができず、また、同社において、申立人と同様に現場採

用職員から正社員になったとする同僚２名については、照会文書を送付したが、

回答は得られなかった。 

さらに、事業主は、「当時、現場採用の職員については、当初は厚生年金保

険に加入させず、おおむね１年程度を経過してから加入させていた実態があっ

たようである。」と証言している。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 


